
事業番号 - - -

（ ）

1.1

諸謝金 0.8 0.8

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 2,950 4,424

主な増減理由

教育支援体制整備事業費
補助金

2,895 4,360 ※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

※要求額のうち「重要政策推進枠」：4,424百万円

初等中等教育振興事業委
託費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

95% 92% 96%

執行率（％） 95% 92% 96%

教職員研修費 0.7 0.7

職員旅費 0.4 0.4

52 60

委員等旅費 1.1

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

●切れ目ない支援体制整備充実事業（補助金　国：１/3）
（１）特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制整備事業
特別な支援が必要な子供が就学前から社会参加まで切れ目なく支援を受けられる体制の整備を行う自治体等のスタートアップを支援。
（２）医療的ケアのための看護師配置事業
学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るため、自治体等による看護師配置を支援。
（３）外部専門家配置事業
個別の指導計画の作成や実際の指導に当たって、障害の状況等に応じて必要となる、専門の医師や理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などの専門家配
置を支援。
※事業内容を変更しているため、事業開始年度について記載していない。

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 1,703 1,764 2,250

計 1,795 1,919 2,352 2,950 4,424

予備費等 ▲ 1 - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

・第３期教育振興基本計画（平成30年6月15日閣議決定）
・子ども・子育てビジョン　～子どもの笑顔があふれる社会の
ために～（平成２２年１月２９日閣議決定）
・内閣府障がい者制度改革推進会議　第一次意向を踏まえ
た閣議決定「障害者制度改革の推進のための基本的な方
向」（平成22年6月29日閣議決定）
・平成19年4月1日付19文科初第125号「特別支援教育の推進
について（通知）」
・「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構
築のための特別支援教育の推進（報告）」（平成24年7月23日
中央教育審議会初等中等教育分科会）
・障害者基本計画（第4次）（平成 30年3月30日閣議決定）
・「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議
報告」（令和3年1月）

翌年度へ繰越し - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 1,796 1,919 2,352 2,950 4,424

補正予算 -

- - -

事業名 特別支援教育支援体制整備充実事業 担当部局庁 初等中等教育局 作成責任者

事業開始年度 平成25年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0120

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 子ども・若者育成支援、障害者施策 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

地方公共団体等が、特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制を整備するとともに、医療的ケアのための看
護師や外部専門家を配置することにより、特別支援教育の推進を図る。

特別支援教育課
特別支援教育課長
山田　泰造

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・学校教育法施行令　第５条、第１１条
・障害者の権利に関する条約　第２４条第２項
・改正障害者基本法第１６条　第１項、第２項
・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律
第３条、第５条、第７条、第８条
・医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法
律　第１０条

関係する
計画、通知等



成果実績 ％ - -

政
策
評
価

、
新
経

済
・
財
政
再
生
計

画
と
の
関
係

政
策
評
価

政策 2　確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

施策

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20210922-mxt_kanseisk02-000017742-
2_8.pdf

該当箇所 P.1～3

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

学校における医療的ケアに関する実態調査
※令和３年度より調査を実施。

- 100

学校における医療的ケア
の対応に関するガイドライ
ン等が策定され、医療的ケ
ア児の受入れ体制の整備
が進展

学校における医療的ケア
の対応に関するガイドライ
ン等の策定割合
※所管する学校に医療的
ケア児が在籍している教育
委員会のうちガイドライン
等を策定している教育委員
会の割合 達成度 ％ - - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

特別支援教育体制整備状況調査
※平成30年度までは毎年度調査を実施していたが、学校現場の負担軽減のため、次回は第四次障害者基本計画の最終年度である令和４年
度に調査を実施する予定。

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

0.5

計算式

執行額／
医療的ケア
看護職員の
配置人数

- 1,507百万円/3,091人 2,062百万円/3,272人 2,715百万円/5,121人

執行額／　医療的ケア看護職員の配置人数
（医療的ケアのための看護師配置事業）

単位当たり
コスト 百万円 - 0.5 0.6

40.3

目標値

- - -

目標値 ％ -

-

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

6 年度 年度

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

執行額／
交付決定自
治体数

1,703百万円/367件 1,764百万円/371件

3,272

中間目標 目標最終年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

％ - -

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

当初見込み 人 1,800 2,100 2,400 3,000 3,000

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

医療的ケア看護職員を配
置し、学校において医療的
ケアを実施

医療的ケア看護職員の配
置人数（補助金活用実績）

活動実績 人 2,846 3,091

2,251百万円/400件 2,894百万円/473件

4 年度 4

単位 令和元年度

400

当初見込み - 350 370 370 473 473

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円

367 371

100

幼稚園、小・中・高等学校
における特別支援教育に
係る取組が充実し、教員の
特別支援教育に関する理
解が深まることにより、個
別の教育支援計画の作成
率が向上し、適切な指導及
び支援が行われること

幼・小・中・高等学校等にお
いて、個別の教育支援計
画の作成を必要とする児童
等のうち、実際に個別の教
育支援計画が作成されて
いる児童等の割合

成果実績 ％ - -

達成度 ％ -

年度

- - 100

執行額／　交付決定自治体数

4.6 4.7 5.6 6.1

計算式

活動内容
（アクティビ

ティ）

医療的ケア看護職員の配置、特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制の整備、外部専門
家の配置を支援することにより、特別支援教育の推進を図る。

活動内容
（アクティビ

ティ）

「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」の成立・施行を踏まえ、校外学習や登下校時の送迎車両に同乗することも含め、医
療的ケア看護職員の配置を支援することにより、学校における医療的ケアの環境整備の充実を図る。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

外部専門家等の配置を支
援し、特別支援教育を推進

補助金交付決定数
活動実績 件

2-8 一人一人のニーズに応じた特別支援教育の
推進



事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

これまで個別の教育支援計画の作成率は平成29年度
77.1％、平成30年度84.8％となっており、個別の指導計画の
作成率は平成29年度82.6％、平成30年度90.9％となっており
増加傾向にあり、着実に成果を挙げている。（令和4年度実
績は今年度中に調査予定。）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
補助金交付決定数は当初の見込み数から大幅な変動がな
く、見込みに見合ったものである。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

○
事業経費の費目・用途の内容を厳正に審査するなど、その
必要性について適切にチェックを行い、予算の範囲において
補助している。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
事業経費の費目・使途については、交付に当たって、真に必
要なものに限定されているかなど、内容を厳正に審査し、そ
の必要性について適切にチェックを行っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○
事業経費の費目・使途については、交付に当たって、真に必
要なものに限定されているかなど、内容を厳正に審査し、妥
当かどうか適切にチェックを行っている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
事業経費の費目・使途については、交付に当たって、真に必
要なものに限定されているかなど、内容を厳正に審査し、事
業規模と比較し妥当かどうか適切にチェックを行っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
経費の執行については、事業年度ごとに実績報告書等にお
いて、支出先・使途の把握、経費の使用状況等の確認に努
めている。

補助事業を実施することにより、幼児児童生徒のニーズを踏
まえた特別支援教育の推進が図られていることから、実効性
の高い事業であるとともに、全国の教育委員会等の参考とな
るよう、各自治体における取組概要を文部科学省ホーム
ページに公表している。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

補助金の交付決定に当たっては、事業経費の費目・使途の
内容を厳正に審査するなど、その必要性について適切に
チェックを行っているところである。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

・平成24年7月に中央教育審議会初等中等教育分科会で
「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築
のための特別支援教育の推進（報告）」の報告
・平成26年1月に障害者権利条約に批准
・平成28年4に障害者差別解消法が施行
により、その推進が求められているところであり、本事業は
国民や社会のニーズに即した事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
平成26年1月に批准した障害者権利条約や平成28年4月に
施行の障害者差別解消法でその推進のための規程が設け
られており、国が総合的に推進していく必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

・平成24年7月に中央教育審議会初等中等教育分科会で
「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築
のための特別支援教育の推進（報告）」の報告
・平成26年1月に障害者権利条約に批准
・平成28年4に障害者差別解消法が施行
このような状況から本事業による環境整備は必要である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

事業名事業番号

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
本事業においては、事業者により提出された計画書による事前書面審査や報告書による事後書面調査を行うとともに、必要に応じて証拠書類
の提出や電話による確認等を行うことにより状況把握に努めており、適切な執行がなされている。

改善の
方向性

引き続き、支出の適正性や使途の確認等を行い、適切な執行に努める。



-

2021 文科 20

文部科学省 0115

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0115

0120

平成30年度 121

令和元年度

平成28年度 114

平成29年度 119

平成26年度 122

平成27年度 117

-

平成25年度 119

執
行
等
改

善
「切れ目ない支援体制整備充実事業」単位当たりコスト（執行額/交付決定自治体数）の上昇傾向は、各自治体等における医療的ケア看護職員の
配置の促進などが理由として考えられる。所見やこれらの分析も踏まえ、引き続き、各自治体等から提出された所要額や事業内容等を精査し、効
率的な執行に努めるとともに、自治体等における特別支援教育の推進を図る。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の
一
部
改

善
この事業はおおむね計画通りに予算執行されたものと考えられるが、さらなる事業の効率化を目指し、積算単価を再検証するなど、引き続きコスト
削減に努めるべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

計 5 計 0

教育支援体制
整備事業費補
助金

人件費 5

C.学校法人武蔵野東学園 D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 362 計 71

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

教育支援体制
整備事業費補
助金

人件費、、保険料、雑役務費 362
教育支援体制
整備事業費補
助金

旅費、人件費、保険料、雑役務費 71

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.東京都 B.横浜市

費　目 使　途

C. 3学校法人

7.3百万円

文部科学省

2,250百万円

A. 47都道府県

2,243百万円

【支出委任】

B. 323市町村

1,068百万円

２０１６年４月からの障害者差別解消法の施行、同年６月の児童福祉法の一部改正、

同年８月からの発達障害者支援法の改正等を踏まえ、関係部局・関係機関の連携

の下、特別な支援を必要とする子供に対して、就学前から就労に至るまで、一貫し

た支援体制整備に向けた取組みとして、自治体が、（１）特別な支援を必要とする子

供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制整備、（２）看護師、

外部専門家の配置をする場合に要する経費の一部を補助する

【補助金交付】

【補助金交付】
（切れ目ない支援体制整備充実

事業に必要な経費を支出）

（切れ目ない支援体制整備充実事業の実施）



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -4
学校法人日本聾話
学校

4012305000166
切れ目ない支援体制整備
充実

0.1 補助金等交付

-

3 学校法人明晴学園 2010705001298
切れ目ない支援体制整備
充実

0.3 補助金等交付 - - -

- -

2 学校法人旭出学園 1011605000440
切れ目ない支援体制整備
充実

2 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
学校法人武蔵野東
学園

7012405001557
切れ目ない支援体制整備
充実

5 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10 姫路市 1000020282014
切れ目ない支援体制整備
充実

20 補助金等交付 - - -

- -

9 京都市 2000020261009
切れ目ない支援体制整備
充実

20 補助金等交付 - -

- - -

8 広島市 9000020341002
切れ目ない支援体制整備
充実

20 補助金等交付 -

7 名古屋市 3000020231002
切れ目ない支援体制整備
充実

22 補助金等交付

-

6 西宮市 8000020282049
切れ目ない支援体制整備
充実

22 補助金等交付 - - -

- -

5 長野市 3000020202011
切れ目ない支援体制整備
充実

23 補助金等交付 - -

- - -

4 豊中市 6000020272035
切れ目ない支援体制整備
充実

24 補助金等交付 -

3 福岡市 3000020401307
切れ目ない支援体制整備
充実

31 補助金等交付

-

2 神戸市 9000020281000
切れ目ない支援体制整備
充実

32 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 横浜市 3000020141003
切れ目ない支援体制整備
充実

71 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

- - -10 滋賀県 7000020250007
教育支援体制整備事業費
補助金（支出委任）

60 その他

-

9 長野県 1000020200000
教育支援体制整備事業費
補助金（支出委任）

78 その他 - - -

- -

8 宮城県 8000020040002
教育支援体制整備事業費
補助金（支出委任）

90 その他 - -

- - -

7 北海道 7000020010006
教育支援体制整備事業費
補助金（支出委任）

126 その他 -

6 愛知県 1000020230006
教育支援体制整備事業費
補助金（支出委任）

132 その他

-

5 福岡県 6000020400009
教育支援体制整備事業費
補助金（支出委任）

154 その他 - - -

- -

4 神奈川県 1000020140007
教育支援体制整備事業費
補助金（支出委任）

164 その他 - -

- - -

3 兵庫県 8000020280003
教育支援体制整備事業費
補助金（支出委任）

236 その他 -

2 大阪府 4000020270008
教育支援体制整備事業費
補助金（支出委任）

235 その他

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 東京都 8000020130001
教育支援体制整備事業費
補助金（支出委任）

362 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率
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